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(57)【要約】
【課題】アクチュエータの放電電流を回収して有効な電
力として再利用することにより消費電力を大きく低減す
る。
【解決手段】圧電素子が駆動されたときに放電される放
電エネルギーを回収する放電エネルギー回収装置であっ
て、圧電素子を駆動する電圧を生成する駆動電圧生成手
段と、駆動電圧生成手段により圧電素子が駆動されたと
き、圧電素子から放電される電圧を監視する放電電圧監
視手段と、放電電圧監視手段により監視された電圧に対
応する電流エネルギーをそれぞれ消費する第１及び第２
の負荷回路と、放電される電圧が、第１の負荷回路を駆
動する第１の電圧値以上の場合には、第１の負荷回路で
消費可能な電流エネルギーを供給する第１の電流供給手
段と、放電される電圧が、第１の電圧値以下であって、
第２の負荷回路を駆動する第２の電圧値以上の場合には
、第２の負荷回路で消費可能な電流エネルギーを供給す
る第２の電流供給手段とを設けた。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧電素子が駆動されたときに前記圧電素子から放電される放電エネルギーを回収する放
電エネルギー回収装置であって、
　前記圧電素子を駆動する電圧を生成する駆動電圧生成手段と、
　前記駆動電圧生成手段により前記圧電素子が駆動されたとき、前記圧電素子から放電さ
れる電圧を監視する放電電圧監視手段と、
　前記放電電圧監視手段により監視された電圧に対応する電流エネルギーをそれぞれ消費
する第１及び第２の負荷回路と、
　前記放電される電圧が、前記第１の負荷回路を駆動する第１の電圧値以上である場合に
は、前記第１の負荷回路で消費可能な電流エネルギーを供給する第１の電流供給手段と、
　前記放電される電圧が、前記第１の負荷回路を駆動する前記第１の電圧値以下であって
、前記第２の負荷回路を駆動する第２の電圧値以上である場合には、前記第２の負荷回路
で消費可能な電流エネルギーを供給する第２の電流供給手段と、
を有することを特徴とする放電エネルギー回収装置。
【請求項２】
　前記第１の電流供給手段は、第１の定電圧回路と、前記第１の定電圧回路から前記第１
の負荷回路に対する電流エネルギーの供給の有無を切り替える切替手段とを含み、前記切
替手段は、制御部からの制御信号により制御されることを特徴とする請求項１に記載の放
電エネルギー回収装置。
【請求項３】
　前記第２の電流供給手段は、第２の定電圧回路と、前記第２の定電圧回路から前記第２
の負荷回路に対する電流エネルギーの供給の有無を切り替える切替手段とを含み、前記切
替手段は、制御部からの制御信号により制御されることを特徴とする請求項１又は２に記
載の放電エネルギー回収装置。
【請求項４】
　前記第１の電流供給手段は、前記第１の負荷回路から前記第１の定電圧回路へ向かう電
流エネルギーの逆流を防止する第１の逆流防止手段をさらに含み、前記第２の電流供給手
段は、前記第２の負荷回路から前記第２の定電圧回路へ向かう電流エネルギーの逆流を防
止する第２の逆流防止手段をさらに含むことを特徴とする請求項１から３の何れか１項に
記載の放電エネルギー回収装置。
【請求項５】
　請求項１から４の何れか１項に記載の放電エネルギー回収装置を備えたことを特徴とす
る画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、放電エネルギー回収装置及びこれを備えた画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　図８に示すように、電圧を印加して圧電素子（以下、「アクチュエータ」ともいう。）
を駆動することにより、インク滴を吐出して記録媒体に印字を行う画像形成装置において
、アクチュエータ駆動電圧波形の電流増幅を、バイポーラトランジスタを用いて行う方法
が一般的に知られている。図８は、一般的な圧電素子駆動回路装置の構成について説明す
る回路図である。
【０００３】
　図８において、記録ヘッド制御部８１からの制御信号により、電流増幅部８２を構成す
るバイポーラトランジスタＱ８３、Ｑ８４のベース端子が“Ｌ”になると共に、アナログ
スイッチ８６がＯＮすると、アクチュエータ８５に対して＋ＶＤＤの電圧が印加され、ア
クチュエータ充電電流Ａが流れると共に、アクチュエータ８５に充電された電圧であるＶ
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ｃｏｍの電圧がアクチュエータ放電電流Ｂとして、ＧＮＤに流れ込む。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、図８に示した従来のバイポーラトランジスタを用いた電流増幅回路では
、アクチュエータの駆動に使用する電力のほとんどがバイポーラトランジスタの熱損失と
なってしまい、無駄な電力を消費しているという問題があった。また、アクチュエータか
らのアクチュエータ放電電流Ｂを回収して、アクチュエータ駆動用電力として再利用する
といった構成の発明も多数出願されているが、アクチュエータ放電電流を回収する電圧が
低すぎるため、回収できる電力量が少ない点などの問題があった。
【０００５】
　特許文献１には、アクチュエータに蓄積される電気エネルギーを有効に利用して消費電
力を低減する目的で、アクチュエータの放電電流を、定電圧回路を介して充電用コンデン
サに充電し、得られた電力をアクチュエータのグランド側の充電用電力として再利用する
構成が開示されている。
【０００６】
　しかしながら、アクチュエータのＧＮＤ側の電位がほとんど変化しないため、アクチュ
エータ放電電流を僅かしか回収することができず、多くのアクチュエータ放電電流がトラ
ンジスタの発熱で消費されてしまうという問題点は解消されていない。また、定電圧回路
のトランジスタの逆耐圧を考慮すると、充電用コンデンサの電位は５Ｖ程度にする必要が
あり、多くの電力を回収することができないという問題点も解消されていない。
【０００７】
　そこで本発明は、上記問題点に鑑みてなされたもので、アクチュエータ駆動電圧波形へ
の影響がない構成で、アクチュエータ駆動に使用する電力の一部を効率的に回収して有効
な電力として再利用する放電エネルギー回収装置及びこれを備えた画像形成装置を提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するため、請求項１に記載の本発明におけるエネルギー回収装置は、圧
電素子が駆動されたときに前記圧電素子から放電される放電エネルギーを回収する放電エ
ネルギー回収装置であって、前記圧電素子を駆動する電圧を生成する駆動電圧生成手段と
、前記駆動電圧生成手段により前記圧電素子が駆動されたとき、前記圧電素子から放電さ
れる電圧を監視する放電電圧監視手段と、前記放電電圧監視手段により監視された電圧に
対応する電流エネルギーをそれぞれ消費する第１及び第２の負荷回路と、前記放電される
電圧が、前記第１の負荷回路を駆動する第１の電圧値以上である場合には、前記第１の負
荷回路で消費可能な電流エネルギーを供給する第１の電流供給手段と、前記放電される電
圧が、前記第１の負荷回路を駆動する前記第１の電圧値以下であって、前記第２の負荷回
路を駆動する第２の電圧値以上である場合には、前記第２の負荷回路で消費可能な電流エ
ネルギーを供給する第２の電流供給手段と、を有することを特徴とする。
【０００９】
　また、本発明におけるエネルギー回収装置は、請求項１に記載の放電エネルギー回収装
置において、前記第１の電流供給手段は、第１の定電圧回路と、前記第１の定電圧回路か
ら前記第１の負荷回路に対する電流エネルギーの供給の有無を切り替える切替手段とを含
み、前記切替手段は、制御部からの制御信号により制御されることを特徴とする。
【００１０】
　さらに、本発明におけるエネルギー回収装置は、請求項１又は２に記載の放電エネルギ
ー回収装置において、前記第２の電流供給手段は、第２の定電圧回路と、前記第２の定電
圧回路から前記第２の負荷回路に対する電流エネルギーの供給の有無を切り替える切替手
段とを含み、前記切替手段は、制御部からの制御信号により制御されることを特徴とする
。
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【００１１】
　また、本発明におけるエネルギー回収装置は、請求項１か３の何れか１項に記載の放電
エネルギー回収装置において、前記第１の電流供給手段は、前記第１の負荷回路から前記
第１の定電圧回路へ向かう電流エネルギーの逆流を防止する第１の逆流防止手段をさらに
含み、前記第２の電流供給手段は、前記第２の負荷回路から前記第２の定電圧回路へ向か
う電流エネルギーの逆流を防止する第２の逆流防止手段をさらに含むことを特徴とする。
【００１２】
　さらに、本発明における画像形成装置は、請求項１から４の何れか１項に記載の放電エ
ネルギー回収装置を備えたことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、アクチュエータの放電電流を回収して有効な電力として再利用するこ
とにより消費電力を大きく低減することができるという効果が得られる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の実施形態における画像形成装置の基本構成を示す構造図である。
【図２】本発明の実施形態における画像形成装置の機能ブロックについて説明するブロッ
ク図である。
【図３】本発明の実施形態における画像形成装置の記録ヘッド制御について説明するブロ
ック図である。
【図４】本発明の実施形態における放電エネルギー回収装置の構成について説明する回路
図である。
【図５】本発明の実施形態における放電エネルギー回収装置における電圧電流波形を示す
図である。
【図６】本発明の他の実施形態における放電エネルギー回収装置の構成について説明する
回路図である。
【図７】本発明の他の実施形態における放電エネルギー回収装置における電圧波形を示す
図である。
【図８】一般的な圧電素子駆動回路装置の構成について説明する回路図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　次に、本発明を実施するための形態について図面を参照して詳細に説明する。なお、各
図中、同一又は相当する部分には同一の符号を付しており、その重複説明は適宜に簡略化
乃至省略する。本発明は、アクチュエータ放電電流を回収する際に、その回収した放電電
流を、定電圧回路を介して負荷の大きいコントローラの電源や負荷の小さい駆動系の電源
として消費することが特徴になっている。
【００１６】
　図１に本発明の実施形態における画像形成装置の基本構成を示す。図１において、キャ
リッジ１１はガイドロット１２で保持されて、主走査モータ１３との間に渡されたプーリ
ー１４を介して主走査方向（図１における左右方向）に走査する。このキャリッジ１１に
は、例えば、イエロー（Ｙ）、シアン（Ｃ）、マゼンタ（Ｍ）、ブラック（Ｋ）の各色の
インク滴を吐出する記録ヘッド１９が搭載されていて、記録ヘッド１９に配列されたイン
ク吐出ノズル１８からインクが吐出される。
【００１７】
　キャリッジ１１を主走査方向に移動させながら必要な位置でインク滴を吐出することに
よって、記録媒体上に画像を形成する。キャリッジ１１の位置情報は筐体に固定されたエ
ンコーダシート１５に等間隔で記録されたパターンを、キャリッジ１１に固定されたエン
コーダセンサ１６で移動しながら読み取ってカウントを加算／減算することで得ることが
できる。
【００１８】
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　このような主走査方向のキャリッジ移動とインク吐出動作を１回行うことで、ノズル列
の長さと同じ幅のバンドに対して画像を形成することができ、１バンド分の画像形成が終
了したら副走査モータ１７を駆動して記録媒体を副走査方向（図１における上下方向）に
移動させて、再度１バンド分の画像形成動作をさせるように繰り返せば、記録媒体の任意
の場所に画像を形成することができる。
【００１９】
　次に、図２を参照して本発明の実施形態における画像形成装置の機能ブロックを説明す
る。図２は、本発明の実施形態における画像形成装置の機能ブロックについて説明するブ
ロック図である。画像形成装置のハードウェア制御を行うファームウェアや記録ヘッドの
駆動波形データはＲＯＭ（Read Only Memory）２３に格納されており、ホストＰＣ（Pers
onal Computer）２１から印刷ジョブ（画像データ）を受信すると、ＣＰＵ（Central Pro
cessing Unit）２２は画像データをＲＡＭ（Random Access Memory）２４に格納し、記録
ヘッド１９が搭載されたキャリッジ１１を主走査制御部２５によって記録媒体上の任意の
位置に移動する。
【００２０】
　記録ヘッド制御部２７は、主走査エンコーダ２９から得られるキャリッジ１１の位置情
報に連動し、ＲＡＭ２４に格納された画像データ、ＲＯＭ２３に格納された記録ヘッド駆
動波形、及び制御信号を記録ヘッド駆動部２８に転送する。記録ヘッド駆動部２８は、記
録ヘッド制御部２７より転送されたデータをもとに、記録ヘッド１９を駆動し、インク滴
を吐出する。
【００２１】
　次に、図３を参照して本発明の実施形態における画像形成装置の記録ヘッド制御部２７
について説明する。図３は、本発明の実施形態における画像形成装置の記録ヘッド制御に
ついて説明するブロック図である。記録ヘッド１９に設置されたアクチュエータ３１を変
位させることによりインク滴を吐出する。
【００２２】
　アクチュエータ３１に対する充電電圧Vｃｏｍの印加を、アナログスイッチ３２をＯＮ
／ＯＦＦすることによりアクチュエータ３１を変位させる。画像データ制御部３３からの
情報に基づいてアナログスイッチ３２のＯＮ／ＯＦＦを制御する。アクチュエータ３１に
対する充電電圧Vｃｏｍは、記録ヘッド制御部２７の駆動波形制御部３４からの情報に基
づいて電流増幅を行うことにより生成する。
【００２３】
　次に、図４及び図５を参照して、本発明の実施形態における放電エネルギー回収装置の
構成、及び、本発明の実施形態における放電エネルギー回収装置における電圧電流波形に
ついて説明する。図４は、本発明の実施形態における放電エネルギー回収装置の構成につ
いて説明する回路図であり、図５は、本発明の実施形態における放電エネルギー回収装置
における電圧電流波形を示す図である。
【００２４】
　図４において、定電圧回路４５は、バイポーラトランジスタＱ４５、定電圧ダイオード
（ツェナーダイオード）、及び抵抗器から構成される。そして、定電圧回路４５の出力電
圧が、後段に接続される負荷回路４７の電源電圧（＋ＶＤＤ２）になるように定電圧回路
４５を構成する。
【００２５】
　定電圧回路４６も同様に、バイポーラトランジスタＱ４６、定電圧ダイオード（ツェナ
ーダイオード） 、及び抵抗器から構成される。そして、定電圧回路４６の出力電圧が、
後段に接続される負荷回路４８の電源電圧（＋ＶＤＤ３）になるように定電圧回路４６を
構成する。
【００２６】
　そして、定電圧回路４５と負荷回路４７との間、及び定電圧回路４６と負荷回路４８と
の間には、定電圧回路４５のバイポーラトランジスタＱ４５及び定電圧回路４６のバイポ
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ーラトランジスタＱ４６が逆バイアスの印加により破損しないようにダイオードＤ１及び
Ｄ２がそれぞれ設けられている。
【００２７】
　なお、アクチュエータ放電電流Ｂを回収しない場合、すなわち、アクチュエータ放電電
流の電圧値が、定電圧回路Ｑ４６の出力電圧（＋ＶＤＤ３）未満である場合には、アクチ
ュエータ放電電流Ｂを、バイポーラトランジスタＱ５１を介してＧＮＤへ放電する。
【００２８】
　次に、図５を用いて、本発明の実施形態における放電エネルギー回収装置における電圧
電流波形について説明する。まず、アクチュエータ駆動電圧であるＶｃｏｍ＿ＤＡが減少
を開始する、すなわち、アクチュエータ３１（図４）が放電を開始すると、アクチュエー
タ放電電流Ｂ（図４）が、定電圧回路４５及び定電圧回路４６を介して、負荷回路４７の
電源（＋ＶＤＤ２）及び負荷回路４６の電源（＋ＶＤＤ３）にそれぞれ供給されことにな
る。
【００２９】
　そうすると、負荷回路４７及び負荷回路４７の電源（＋ＶＤＤ２及び＋ＶＤＤ３）に対
して、それぞれ負荷電流Ｉ＿ＶＤＤ２及びＩ＿ＶＤＤ３が供給される。なお、以後、バイ
ポーラトランジスタＱ４４、Ｑ４５、及びＱ４６におけるベース（Ｂ）－エミッタ（Ｅ）
間電圧をそれぞれ、ＶＢＥ＿Ｑ４４、ＶＢＥ＿Ｑ４５、及びＶＢＥ＿Ｑ４６等と表記する
ことにする。
【００３０】
　そして、アクチュエータ放電電流Ｂ（図４）の放電が開始されると、アクチュエータ駆
動電圧Ｖｃｏｍ＿ＤＡがじわじわと減少し始める。そして、アクチュエータ駆動電圧Ｖｃ
ｏｍ＿ＤＡが、ＶＤＤ２＋ＶＢＥ＿Ｑ４４＋ＶＢＥ＿Ｑ４５以上である場合には、負荷回
路４７に対して負荷電流Ｉ＿ＶＤＤ２（電源＋ＶＤＤ２への電力の供給）が供給される。
これにより、アクチュエータ駆動電圧Ｖｃｏｍ＿ＤＡが高い状態において、アクチュエー
タ放電電流Ｂ（図４）を効率よく回収することができる。
【００３１】
　アクチュエータ駆動電圧Ｖｃｏｍ＿ＤＡがさらに減少していくと、負荷回路４７（図４
）に対する負荷電流Ｉ＿ＶＤＤ２は、徐々に減少する一方、今度は、負荷回路４８（図４
）に対する負荷電流Ｉ＿ＶＤＤ３（電源＋ＶＤＤ３への電力の供給）の供給が開始される
。
【００３２】
　アクチュエータ駆動電圧Ｖｃｏｍ＿ＤＡがさらに減少していき、アクチュエータ駆動電
圧の最小値を、ＶＤＤ３＋ＶＢＥ＿Ｑ４４＋ＶＢＥ＿Ｑ４６以下になるように設定するこ
とにより、アクチュエータ放電電流Ｂ（図４）の放電が終了するまで、負荷回路４７（図
４）に対する負荷電流Ｉ＿ＶＤＤ２の供給は停止するが、負荷回路４８（図４）に対する
負荷電流Ｉ＿ＶＤＤ３の供給（電源＋ＶＤＤＤ３への電力の供給）が継続される。これに
より、アクチュエータ駆動電圧Ｖｃｏｍ＿ＤＡが低い状態においても、アクチュエータ放
電電流Ｂ（図４）を効率よく回収することができ、電力の無駄を省くことができる。
【００３３】
　次に、本発明の他の実施形態について図面を参照して詳細に説明する。なお、各図中、
同一又は相当する部分には同一の符号を付しており、その重複説明は適宜に簡略化乃至省
略する。図６は、本発明の他の実施形態における放電エネルギー回収装置の構成について
説明する回路図であり、図７は、本発明の他の実施形態における放電エネルギー回収装置
における電圧波形を示す図である。
【００３４】
　この実施形態において、定電圧回路４５及び４６が、バイポーラトランジスタＱ４５、
Ｑ４６、定電圧ダイオード（ツェナーダイオード）、抵抗器から構成される点、並びに定
電圧回路４５及び４６の出力電圧が、後段に接続される負荷回路４７及び４８の電源電圧
（＋ＶＤＤ２、＋ＶＤＤ３）になるように定電圧回路が構成される点は上述した実施の形
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態と同様である。
【００３５】
　本実施形態では、アクチュエータ駆動電圧Ｖｃｏｍ＿ＤＡの電圧値を監視するＶｃｏｍ
＿ＤＡ電位監視部（Ａ／Ｄコンバータ）４９を設ける。そして、定電圧回路４５と負荷回
路４７との間、及び定電圧回路４６と負荷回路４８との間には、アクチュエータ駆動電圧
Ｖｃｏｍ＿ＤＡの電圧値に応じて、負荷電流を負荷回路４７又は４８に供給するか、又は
アクチュエータ放電電流Ｂを、バイポーラトランジスタＱ５１を介してＧＮＤへ放電する
か否かを切り替えるスイッチ回路Ｑ５２、Ｑ５３、Ｑ５１（図６ではＦＥＴを用いている
。）がそれぞれ設けられている。
【００３６】
　すなわち、アクチュエータ駆動電圧Ｖｃｏｍ＿ＤＡの電圧値に応じて、スイッチＱ５２
、Ｑ５３、Ｑ５１のＯＮ／ＯＦＦの切替制御を、記録ヘッド制御部２７から出力される制
御信号により切り替え、アクチュエータ放電電流を負荷回路４７、４８へ供給するのか又
はＧＮＤへ放電するのかを制御しているのである。
【００３７】
　次に、図７を用いて、本発明の他の実施形態における放電エネルギー回収装置における
電圧波形について説明する。まず、アクチュエータ駆動電圧Ｖｃｏｍ＿ＤＡの電圧値が、
ＶＤＤ２＋ＶＢＥ＿Ｑ４４＋ＶＢＥ＿Ｑ４５以上の場合、記録ヘッド制御部２７（図６）
からの制御信号により、スイッチＱ５２のみをＯＮに切り替え、スイッチＱ５３、Ｑ５１
はＯＦＦに切り替えるよう制御されることにより、アクチュエータ駆動電圧Ｖｃｏｍ＿Ｄ
Ａが高い状態においてアクチュエータ放電電流Ｂ（図６）を回収できる割合が多くなるた
め、電力回収の効率が向上する。
【００３８】
　そして、アクチュエータ駆動電圧Ｖｃｏｍ＿ＤＡの電圧値が、ＶＤＤ２＋ＶＢＥ＿Ｑ４
４＋ＶＢＥ＿Ｑ４５以下になった時点で、記録ヘッド制御部２７（図６）からの制御信号
により、スイッチＱ５２をＯＦＦに切り替え、スイッチＱ５３のみをＯＮに切り替えるよ
う制御される。これにより、アクチュエータ駆動電圧Ｖｃｏｍ＿ＤＡが低い状態において
も、アクチュエータ放電電流Ｂ（図６）を効率よく回収することができ、電力の無駄を省
くことができる。
【００３９】
　さらに、アクチュエータ駆動電圧Ｖｃｏｍ＿ＤＡの電圧値が、ＶＤＤ２＋ＶＢＥ＿Ｑ４
４＋ＶＢＥ＿Ｑ４６以下になった時点で、記録ヘッド制御部２７（図６）からの制御信号
により、スイッチＱ５３をＯＦＦに切り替え、スイッチ５１のみをＯＮに切り替えるよう
制御される。
【００４０】
　スイッチＱ５１のみをＯＮに切り替えるよう制御することにより、アクチュエータ放電
電流Ｂ（図６）を、バイポーラトランジスタＱ５１を介してＧＮＤへ放電することが可能
なため、アクチュエータ駆動電圧Ｖｃｏｍ＿ＤＡの電圧値がＶＤＤ３＋ＶＢＥ＿Ｑ４４＋
ＶＢＥ＿Ｑ４６未満であるような微少電圧についても、アクチュエータ駆動電圧Ｖｃｏｍ
＿ＤＡをアクチュエータ３１（図６）に印加することができる。
【００４１】
　以上説明したように、本発明は、アクチュエータ放電電流を、定電圧回路を介して負荷
回路であるコントローラや駆動系の電源として消費するので、多くのアクチュエータ放電
電流を回収して有効な電力として使用することができる。
【００４２】
　また、出力電圧が異なる複数の定電圧回路を設けて、アクチュエータ放電電圧が高い場
合には高い電圧で回収し、低い電圧の場合には低い電圧で回収するので電力の回収効率を
上げることができる。
【００４３】
　以上、本発明の好適な実施の形態により本発明を説明した。ここでは特定の具体例を示
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して本発明を説明したが、特許請求の範囲に定義された本発明の広範囲な趣旨及び範囲か
ら逸脱することなく、これら具体例に様々な修正及び変更が可能である。
【符号の説明】
【００４４】
　１１　　キャリッジ
　１２　　ガイドロット
　１３　　主走査モータ
　１４　　プーリー
　１５　　エンコーダシート
　１６　　エンコーダセンサ
　１７　　副走査モータ
　１８　　インク吐出ノズル
　１９　　記録ヘッド
　２２　　ＣＰＵ
　２３　　ＲＯＭ
　２４　　ＲＡＭ
　２５　　主走査制御部
　２６　　副走査制御部
　２７　　記録ヘッド制御部
　２８　　記録ヘッド駆動部
　２９　　主走査エンコーダ
　３１　　アクチュエータ
　３２　　アナログスイッチ
　３３　　画像データ制御部
　３４　　駆動波形制御部
　４２　　電流増幅部
　４５、４６　　定電圧回路
　４７、４８　　負荷回路
【先行技術文献】
【特許文献】
【００４５】
【特許文献１】特開２００２－２７３８７４号公報
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